
総
人
件
費
は
八
・
六
％
削
減

歳
出
の
内
訳
を
性
質
別
に
み
る
と
、
義

務
的
経
費
（
※
１
）
は
、
扶
助
費
が
前
年

度
比
八
・
八
％
増
の
三
億
四
千
六
百
万

円
、
公
債
費
が
二
・
三
％
増
の
十
一
億
四

千
六
百
万
円
。
人
件
費
は
、
前
年
度
比

八
・
六
％
減
の
十
一
億
八
百
万
円
で
、
組

織
・
職
員
体
制
の
さ
ら
な
る
ス
リ
ム
化
や

特
別
職
の
給
料
・
報
酬
の
削
減
、
一
般
職

の
管
理
職
手
当
の
減
額
措
置
な
ど
を
行

い
、
総
人
件
費
を
抑
制
し
て
い
ま
す
。

投
資
的
経
費
（
※
２
）
で
は
、
前
年
度

よ
り
さ
ら
に
厳
し
い
事
業
の
事
前
評
価
を

行
い
、
普
通
建
設
事
業
費
が
三
七
・
五
％

減
少
し
た
も
の
の
、
災
害
復
旧
事
業
費
が

二
億
三
千
百
八
十
三
万
円
生
じ
た
こ
と
に

よ
り
前
年
度
比
二
・
二
％
の
減
に
と
ど
ま

っ
て
い
ま
す
。

目
的
別
で
み
る
歳
出
の
内
訳
は
、
左
の

グ
ラ
フ
の
と
お
り
で
す
。

財
源
の
重
点
的
・
効
率
的
な
活
用

町
財
政
の
硬
直
化
が
進
み
、
政
策
的
な

経
費
を
確
保
で
き
る
余
地
は
少
な
く
な
っ

て
き
て
い
ま
す
。
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で

住
民
ニ
ー
ズ
や
福
祉
分
野
で
の
制
度
改
正

へ
の
対
応
な
ど
山
積
す
る
行
政
課
題
に
適

切
、
か
つ
速
や
か
に
取
り
組
む
こ
と
が
重

要
と
の
基
本
的
な
考
え
方
に
立
ち
、
重
点

的
、
効
率
的
に
活
用
し
て
い
き
ま
す
。

町
債
は
三
〇
・
八
％
の
減
少

平
成
十
九
年
度
の
当
初
予
算
は
、
四

十
九
億
二
千
九
百
七
十
二
万
円
で
、
前
年

度
当
初
予
算
を
一
億
九
千
六
百
万
円
、

三
・
八
％
下
回
っ
て
い
ま
す
。

歳
入
の
五
七
％
を
占
め
る
地
方
交
付
税

額
は
、
国
の
地
方
財
政
計
画
に
お
け
る
基

本
方
針
や
前
年
度
の
実
績
を
踏
ま
え
、
前

年
度
比
二
・
六
％
増
の
二
十
八
億
一
千
万

円
と
見
込
ん
で
い
ま
す
。

町
税
は
、
税
源
移
譲
や
定
率
減
税
の
廃

止
な
ど
に
よ
る
増
収
を
見
込
み
、
前
年
度

比
四
・
二
％
増
の
五
億
七
百
七
十
九
万

円
。
町
債
の
発
行
予
定
額
は
、
三
億
七
千

七
百
三
十
万
円
で
、
前
年
度
比
三
〇
・

八
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

予
算
編
成
で
の
最
終
的
な
財
源
調
整
と

し
て
、財
政
調
整
基
金
や
町
債
減
債
基
金
、

地
域
づ
く
り
振
興
基
金
か
ら
前
年
度
よ
り

三
千
万
円
少
な
い
一
億
二
千
万
円
を
取
り

崩
し
て
い
ま
す
。

会　　 計　　名
一　　般　　会　　計

国民健康保険病院事業会計

〔９〕平成19年４月１日・広報くずまき 広報くずまき・平成19年４月１日〔８〕

平成19年度

予算平成19年度の一般会計と特別会計予算の総額は、85億4,569万円。

持続可能なまちづくりに向けて財政運営の健全化を進めるため、引

き続き行財政改革に全力を挙げて取り組み、歳入に見合った規模に

なるよう歳出の抑制に努めた予算にしています。ここでは、最も身

近な一般会計のあらましをお知らせします。

暮
ら
し
に
生
か
す
85
億
円

限
ら
れ
た
財
源
で
最
大
の
効
果
を

平成19年度会計別予算額
平成19年度 伸び率
49億2,972万円 △ 3.8％

国民健康保険事業勘定特別会計 11億 967万円 13.0％
簡易水道事業特別会計 4億1,967万円 14.0％
老 人 保 健 特 別 会 計 10億2,027万円 △ 4.5％
農業集落排水事業特別会計 2億2,643万円 12.0％

8億3,993万円 △ 3.8％
特別会計合計 36億1,597万円 3.1％
総　　合　　計 85億4,569万円 △ 1.0％

病院事業会計は収益的事業の額。数値は、全会計とも万円未満を

四捨五入しています。

■介護保険事業　　　　　　１億4,956万円

■障害者自立支援給付事業　１億1,518万円

■各種検診事業　　　　　 4,100万円

■保育所運営事業（４園） 2,881万円

■通院バス等運行事業　　　　　2,242万円

■堀の内住宅水洗化遣事業　　　1,520万円

■児童館運営事業（２館） 1,288万円

■後期高齢者医療制度準備　　　 944万円

■地域福祉等推進特別支援事業　 626万円

■地域活動支援センター事業　　 600万円

■特定不妊治療費助成　　　　　　 50万円

■木造住宅耐震診断士派遣事業　　 14万円

主な事業 ■新規
■継続主な事業

健康で快適に暮らせるまちづくり

■防火水槽整備事業　　　　　　 635万円

■第14分団屯所改築事業　　　　 449万円

地域で支え合うまちづくり

■廃棄物処理事業　　　　　　　3,962万円

■新エネルギー等導入事業　　　 150万円

■いわて型ペレットストーブ整備（町ふる　

さとづくり基金活用） 100万円

環境を守り育てるまちづくり

■団体営畜産環境整備事業　１億5,008万円

■森林整備地域活動支援交付金　3,150万円

■畜産担い手育成総合整備事業　2,141万円

■再造林整備事業 (町ふるさとづくり基金活

用分を含む） 595万円

■新いわて農業担い手支援総合対策事業 761万円

■農地災害復旧対策事業　　　　 520万円

■中心市街地活性化事業　　　　　 50万円

■ジュニアホルスタインクラブ活動助成 35万円

■夏秋獲りいちご栽培研究会活動助成 10万円

地域資源を生かした産業を推進するまちづくり

■総合運動公園改修事業　　　　3,000万円

■スクールバス整備事業　　　　 653万円

■校舎等修繕事業（小屋瀬小学校ほか） 650万円

■高等学校教育振興協議会助成　 330万円

■放課後子ども教室推進事業　　 119万円

人と文化を育むまちづくり

■公共土木施設災害復旧事業 1億8,723万円

■町道坂待屋鷹ノ巣線道路改良事業 5,260万円

■町道根地戸線道路改良事業　　1,951万円

■農業施設災害復旧事業　　　　3,008万円

■小型ロータリー除雪車整備事業 1,839万円

交流を広げ誇りを持って情報発信するまちづくり

■やる気まんまんコミュニティ事業 150万円

■協働のまちづくり事業　　　　 138万円

協働のまちづくり

一般会計
49億2,972万円の内訳

町　税�
5億779万円�
10.3％�

繰入金�
1億4,006万円�
2.8％�

分担金及び負担金�
1億490万円�
 2.1％�

その他の�
自主財源�
1億5,288万円�
3.1％�

地方交付税�
28億1,000万円�
57.0％�

国・県支出金�
6億4,128万円�
13.0％�

町債�
3億7,730万円�
7.7％�

地方譲与税�
1億140万円�
2.1％�

その他の依存財源�
9,411万円　1.9％�

公債費�
11億4,641万円�
23.3％�

民生費�
9億1,978万円�
18.7％�

総務費�
5億6,105万円�
11.4％�

衛生費�
5億4,945万円�
11.1％�

農林水産業費�
5億4,770万円�
11.1％�

教育費�
4億2,892万円�
8.7％�

消防費�
2億5,482万円�
5.2％�

災害復旧費�
2億3,183万円�
4.7％�

土木費�
1億9,516万円�
4.0％�

その他�
9,460万円�
1.8％�

〔歳入〕

〔歳出〕目的別

町の行財政に関する詳しい内容は、５月に全世帯へ配布す
る「平成19年度鐚巻町予算等説明書」をご覧ください。

※１ 義務的経費…人件費や扶助費（生活保護費、児童手当な
ど）、町の借金返済に充てる公債費のこと。この比率が
高いほど自由に使える財源が少なくなり、財政の硬直度
が高まるといわれています。

※２ 投資的経費…施設の建設や道路整備、災害復旧事業など
将来的に残るものに支出される経費のこと。

住民１人当たり

600,746 円
──────

《18年度は607,327円》


